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博士論文の要旨 

 

この論文は，おおきく２つのことについて記載されている。初めは，環境中に多く存在

する放射性水素(トリチウム，T)と東日本大震災で起こった福島第一原子力事故(以後，原発

事故)で放出された放射能のうち，未だに環境中に多く存在するセシウム-134,137の環境中

の影響とについて述べられている。次に，T の人体に及ぼす影響について，同位体交換反

応(T-for-H交換反応)を応用して，人体に多く存在するアミノ酸と Tとの動的交換を追究し

ている。生体中には，大きく分けて，自由水型 T(FWT)と組織結合型 T(OBT)とが存在する

が，その中間型として，官能基中の H があり，さらに T 交換可能型有機結合 T(OBT)と非

交換可能型の OBT の２つに分類される。交換可能型 OBT は体内で FWT と同様の挙動を

示すことから，交換可能型 OBTと FWTとの放射線加重係数は１と定められている。一方

で T-for-H交換反応を起こしにくい非交換可能型 OBTの係数は 2.3と定められている。非

交換可能型 OBT の放射線荷重係数が高い理由としては，T-for-H 交換反応による除去が難

しく，生体内に留まり易いことがあげられる。現在では，交換可能型 OBTと非交換可能型

OBTの区別が曖昧である。 

以上に基づき，本論文では主に，交換可能型 OBT と非交換可能型 OBT の T-for-H 交換

反応を観測している。また，H は，官能基の種類や温度などにより，その反応性が異なる

ことが，これまでの研究で知られている。そこで，主にアミノ酸中のHと Tとの交換反応

を，速度論的に観測することで，それぞれの官能基中のHの反応性を，定量評価している。

この観測は，温度，時間，物質をそれぞれ変えて行っている。この結果を，人体中の Hの

コンパートモデルと比較することにより，現在用いられている Tの影響(トリチウムの放射

線加重係数の修正値を提案している。これらから，同位体交換反応を考慮に入れた T の内

部被ばく評価を行うことができた。このことから，新たな T の内部被ばく評価法を提案し

ている。また，この手法を用いて Tの内部被ばく評価を行っている。 

 



 この論文では，以上から，以下の結論を導いている。 

(1) 2011年 3月と４月の降水中トリチウム濃度は例年の２倍であったことから，福島第一

原子力発電所事故の影響があったことがわかった。 

(2) 福島付近の山での湧き水の T濃度は 1.0Bq/kg以下であり，2013年の 5月の T濃度と

似た値であり，また，2014年も T濃度は上昇していないことから，福島県付近の山に及

ぼす原発事故の影響はほとんどないと考えられる。 

(3) FWTから非交換可能型 OBTへの移行係数は 0.000070と算出できた。 

(4) この移行係数を用いて T の被ばく線量を計算すると，被ばく線量の増加量は 1.2×

10-13μSvであり，現行のモデル計算と比べ，無視できるほど小さいことがわかった。 

以上得られた結果は，水素同位体交換反応の反応性を定量的に明らかにすることが可能

であり，さらに，交換可能型 OBTと非交換可能型 OBTにおける内部被ばくの評価に役

立つことを示している。 

 

  

審査結果の要旨 

 

平成 27 年 2 月 17 日 10:00～11:30 に，物質生産棟 4 階 406 室で，公聴会を行った。そ

こでは，論文の内容を十分把握していること，福島第一原発事故の影響を数値的に見積も

ることができていること，質問にも的確に答えていたこと，などが確認された。 

  

以上により，本論文は博士(工学)の博士論文として十分であると認定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


